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2再エネ主力電源化に向けた電気事業者としての考え方

➢第6次エネルギー基本計画においては、再エネ主力電
源化を徹底することが示されており、電力各社において
も再エネ導入目標を掲げ、最大限の導入拡大に取り
組んでおります。

➢今後も、再エネ主力電源化に向けて、電気事業者と
して培った技術・経験・ノウハウを活かしながら、再エ
ネの最大限の導入を進めてまいります。

➢また、再エネの開発にあたっては、グループ内外の発電
事業者、他業界のビジネスパートナー、国、研究機関
等とも連携し、取り組んでまいります。



3電力各社における再エネ開発目標

電力各社は再生可能エネルギー開発目標を設定し、再エネ主力電源化に向けた取り
組みを進めている。

会社 再エネ開発目標

北海道電力 2030年度までに2019年度比30万kW以上増

東 北 電 力 2030年代早期に200万kW以上の開発（2018年度比）

東 京 電 力 2030年度までに2017年度比国内外で600～700万kW程度の新規開発

中 部 電 力 2030年頃に2017年度末と比較して320万kW（80億kWh）以上の開発

北 陸 電 力 2030年代早期に2018年度比、開発量+100万kW以上（+30億kWh/年以上）

関 西 電 力
2040年までに2019年度比国内で新規開発500万kW、累計開発900万kW規模の
開発

中 国 電 力 2030年度までに2019年度比30～70万kWの新規導入

四 国 電 力 2000年度以降、国内外で2030年度までに50万kW、2050年度までに200万kWの新規開発

九 州 電 力 2030年度までに国内外で開発量500万kW（2025年度：400万kW）

沖 縄 電 力 2030年度までに2019年度比+10万kWの新規開発

電 源 開 発 2030年度までに国内で2022年度比40億kWhの年間発電電力量増大

＜電力各社の再エネ開発目標＞

※目標水準にグループ会社を含む国内外での設備容量



4電力各社における再エネ主力電源化に向けた取り組み（太陽光、風力）

風力発電の開発
⚫ 主な案件

会社 案件名 設備容量 備考

東京電力 長崎県における着床式洋上風力開発 420MW 2029年度 運開予定

東北電力 秋田県八峰町及び能代市沖洋上風力 375ＭＷ 2029年度 運開予定

東北電力・
電源開発

秋田県男鹿市、潟上市及び秋田市沖
洋上風力

315ＭＷ 2028年度 運開予定

九州電力・
電源開発

響灘洋上風力発電所 220ＭＷ 2025年度 運開予定

北海道電力 （仮称）清陵風力発電事業 最大189ＭＷ 未定

太陽光発電の開発
⚫ 主な案件

会社 案件名 設備容量 備考

関西電力
コーポレートPPA向け発電所
（ヘリオスソーラー）

170MW
2029年度末までに運開予
定

関西電力
コーポレートPPA向け発電所
（KDS太陽光）

最大150MW
2025年度末までに運開予
定

沖縄電力 かりーるーふ（PV-TPO事業） 50MW
2030年度末までに運開予
定

電源開発 北九州市響灘 30MW 2024年度 運開予定

※ グループ会社や共同出資で取り組んでいる案件も含む
※ 出資案件についても設備容量全量で記載

※ グループ会社や共同出資で取り組んでいる案件も含む
※ 出資案件についても設備容量全量で記載

■陸上風力の開発に加え、再エネ海域利用法に基づき促進区域に指定された地域の洋上風力プロジェクトへの参画や、浮体式洋上風力の実証等に取り組
んでいる会社もある。



5電力各社における再エネ主力電源化に向けた取り組み（地熱、水力）

地熱発電の開発

⚫ 主な案件

会社 案件名 設備容量 備考

東北電力 木地山地熱発電所 14.9MW 2029年度 運開予定

東京電力 秋田県における地熱開発 14.9MW 2026年度 運開予定

九州電力 霧島烏帽子岳バイナリー発電所 4.9MW 2026年度 運開予定

き じ や ま

水力発電の開発

⚫ 主な案件

会社 案件名 設備容量 備考

東北電力 新上松沢発電所 9.4MW 2031年度 運開予定

中部電力 安倍川水力発電所 7.5MW 2024年度 運開予定

関西電力 新坂上発電所 4.3MW 2025年度 運開予定

東北電力 鳴瀬川発電所 2.3MW 2034年度 運開予定

四国電力 黒藤川水力発電所 1.9MW 2024年度 運開予定

※ グループ会社や共同出資で取り組んでいる案件も含む
※ 出資案件についても設備容量全量で記載

※ グループ会社や共同出資で取り組んでいる案件も含む
※ 出資案件についても設備容量全量で記載



6電力各社における再エネ主力電源化に向けた取り組み（バイオマス）

バイオマス発電の開発

⚫ 主な案件

会社 案件名 設備容量 備考

中部電力 田原バイオマス発電所 112MW 2025年度 運開予定

北陸電力 仙台港バイオマスパワー発電所 112MW 2025年度 運開予定

四国電力 坂出バイオマス発電所 74.9MW 2025年度 運開予定

東北電力 鳥海南バイオマス発電所 52.9MW 2024年度 運開予定

中部電力 福山バイオマス発電所 52.7MW 2025年度 運開予定

※ グループ会社や共同出資で取り組んでいる案件も含む
※ 出資案件についても設備容量全量で記載



7【参考】再エネ主力電源化に向けた取り組み（概要）〈北海道電力〉



8【参考】再エネ主力電源化に向けた取り組み（概要）〈東北電力〉



9【参考】再エネ主力電源化に向けた取り組み（概要）〈東京電力RP〉



10【参考】再エネ主力電源化に向けた取り組み（概要）〈中部電力〉



11【参考】再エネ主力電源化に向けた取り組み（概要）〈北陸電力〉

■再エネ電源開発に向けた取組み事例

水
力

風
力
等

• 従来から水力発電比率が約３割と高く、電源構成に占める再エネ比率は全国トップクラスです。
• 2030年代早期に再エネ開発量を+100万kW以上（+30億kWh以上）の目標を掲げ、小水力を含めた水力発電所の新設・

リパワリングおよび開発ポテンシャルを有する風力発電所などの開発に取り組んでいます。



12【参考】再エネ主力電源化に向けた取り組み（概要）〈関西電力〉



13【参考】再エネ主力電源化に向けた取り組み（概要）〈中国電力〉

国
内

太
陽
光

○オンサイト・オフサイト太陽光発電所

水
力

○既存水力発電のリパワリング
（完了）[北原:2024年３月、他５発電所]
（予定）[吉ヶ瀬:2026年３月、他３発電所]

バ
イ
オ
マ
ス

○木質バイオマスの混焼発電

[新小野田１・２号機:2020年８月～混焼拡大]
[三隅２号機:2022年11月]

○バイオマス発電事業
[海田バイオマスパワー㈱:2021年４月]
[エネルギア・パワー山口㈱:2021年９月～混焼拡大]

海
外

水
力

○台湾水力発電事業

〔再生可能エネルギーの新規導入量目標〕

〔現在の主な取り組み内容〕

◼ 再生可能エネルギーを地球環境問題への対応だけでなく成長領域の一つと位置づけ、グループ経営ビジョ
ンで掲げる新規導入量目標の達成に向けて積極的に取り組んでおり、2023年度において新規導入量は
32万kWに到達しました。引き続き最大限の導入および活用の拡大に取り組みます。

◼ 再生可能エネルギーの導入拡大に伴い、揚水発電や系統用蓄電池、火力発電等を活用した調整力の
重要性も増すことから、今後は「再エネ導入拡大」と「調整力確保」を両輪で進めていきます。

20302019

約100万kW

＋30～70万kW

30～70 万kW新規導入

2023年度末時点

＋32万kW
再エネ導入拡大 調整力確保

更なる拡大 導入を下支え

太 陽 光 揚 水

風 力
系統用蓄電池

火 力
水 力

⚫ 足元での導入拡大においては

有力な施策であり、積極的に

開発を推進

⚫ 洋上風力：エリア内外におけ

る参画を検討

⚫ 陸上風力：新規案件・リプ

レース案件の参画を検討

⚫ 収益性や将来の環境価値等

を見極めつつ、積極的にリパワ

リングや新規開発を推進

⚫ 揚水発電の価値を最大限

利用

⚫ 蓄電池による各種電力取

引にて、余剰再エネの有効

活用に寄与することを検討

⚫ 水素・アンモニアの混焼や

CCS等の導入検討

〔再生可能エネルギーの導入拡大と調整力の確保〕



14【参考】再エネ主力電源化に向けた取り組み（概要）〈四国電力〉



15【参考】再エネ主力電源化に向けた取り組み（概要）〈九州電力〉

⚫ 九州電力グループは、九州域内をはじめ、九州域外や海外での再エネ開発を積極的に推進
し、2030年の国内外再エネ開発目標500万kWの達成を目指しています。

■ 国内外の再エネ開発量（2023年度末）

太陽光 15.4万kW 風力 20.6万kW 水力 129.5万kW
（揚水発電を除く）

地熱 55.4万kW バイオマス 53.2万kW

2013年度 2030年度

目標

500万
kW

2023年度

■ 2030年再エネ開発目標（国内外）

現状

274万
kW

169万
kW

（注）再エネ開発量は、設備容量全量にて計上（出資比率按分ではない）

事 業 者 ひびきウインドエナジー株式会社

出 資 者
九電みらいエナジー、電源開発、北拓、

西部ガス、九電工

出 力 220,000kW

運転開始 2025年度（予定）

■ 国内における地熱発電所の設備容量
（設備容量 [万kW]、2021年３月末時点）

出典：火力原子力発電技術協会「地熱発電の現状と動向」
をもとに当社作成

■ 福岡県北九州市響灘沖での洋上風力開発

左図はジャケット
の吊曳航の様子



16【参考】再エネ主力電源化に向けた取り組み（概要）〈沖縄電力〉



17【参考】再エネ主力電源化に向けた取り組み（概要）〈電源開発〉



18【参考】再エネの長期安定電源化について①

➢ 現在、本小委において、卒FIT/卒FIPなどに係る事業集約化や、FIP制度の活用
促進等、再エネの長期安定電源化に向けた議論が行われているものと認識してお
ります。

➢ 再エネの主力電源化に向けて、長期安定電源化の論点は重要なものと理解して
おります。

➢ 事業集約化については、今後、事業環境整備に関する詳細な検討が行われること
とされておりますが、引き続き議論の動向を注視してまいりたいと考えております。

※第61回 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会資料（2024/3/27）より抜粋

（再生可能エネルギーの長期安定的な大量導入と事業継続に向けた論点）



19【参考】再エネの長期安定電源化について②

（第43回再エネ大量導入小委資料より）



20再エネ開発に係る課題について

➢ 再エネ開発に当たっては、最大限の導入拡大に取り組んでいく一方で、以下の課
題があることから、さらなる拡大に向けてはこれらへの確実な対応が必要となると考
えております。

➢安定供給への影響

太陽光や風力は気象条件によって出力が変動するため、出力変動に対する調整力を有
する電源の確保やDR等の取組みを拡大する必要。また、電力系統における慣性力や
同期化力低下への対応も必要。

➢電力コスト上昇の可能性

電力系統の安定性を維持するために必要な系統コストの上昇や適地の減少による電源
設置コスト上昇の可能性。

➢地理的・社会的制約

再エネ適地不足や地域偏在といった地理的制約や、安全面や防災面等に係る地域の
懸念の高まり、漁業との共生などの社会的制約もある。


